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ＮＰＯ・ボランティア団体と行政との 
協働事業実績調査記入要領 

 

１ 調査目的 

本調査は、福岡県及び県内の自治体におけるＮＰＯ・ボランティア団体との協働事業を把握

し、今後の協働の促進に向けた施策の参考とするため実施するものです。 

 

２ 調査対象 

  ＮＰＯ・ボランティア団体と協働して実施した事業（令和６年度実績） 

 

３ 調査票の記入方法 

別途記入例を参照のうえ、以下のとおり記入してください。 

（１） 事業の変更、終了、追加について 

令和５年度実績（令和６年３月調査）の内容を入力していますので、令和６年度実績に

ついて、以下のとおり記入してください。 

①  記載内容に変更がある場合は、朱書き修正（溶け込み）を行ってください。 

②  以下の選択肢より「分類」欄を入力してください。 

・新 規 ･･･ 新規事業又は記載漏れの新規掲載 

・継 続 ･･･ 前回調査以前から掲載されている継続事業 

・終    了  ･･･ 事業の終了 

・ＮＰＯ等なし ･･･ 事業は継続しているが、R5 年度はＮＰＯ等との協働実績なし 

・そ  の  他 ･･･ その他の理由により実績なし 

※備考欄に理由を記載してください。 

※Ｒ5年度の実績として公表するものは「新規」と「継続」のみ  

③  新たに事業を追加する場合は、既存の行をコピーして該当箇所に挿入し、朱書きで内

容を入力してください。なお、昨年度以前から継続して実施している事業の記入漏れ等

がありましたら、追記してください。 

 

 

 

＜用語の定義＞ 

○ＮＰＯ・ボランティア団体 

この調査における「ＮＰＯ・ボランティア団体」とは、ボランティア団体や市民活動団体、

特定非営利活動法人等の「自発的・継続的に社会的活動（活動の利益が専ら特定の個人や団体

のためではなく､不特定多数の利益の増進に寄与するための活動）を行う営利を目的としない

団体」をいい、公益法人等（一般・公益社団法人、一般・公益財団法人、社会福祉法人、学校

法人、医療法人、宗教法人、農業協同組合、生活協同組合、共済組合等）を除きます。 

 ○協働 

  この調査における「協働｣とは、「ＮＰＯ・ボランティア団体、行政、企業のそれぞれの主

体性・自発性のもとに、互いの特性を認識・尊重し合いながら、対等な立場で、共通の目的を

達成するため協力・協調すること」と定義します。具体的な協働の例については、下記「５ 

協働の形態について」を御参照ください。 

別紙 
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（２）「活動分野」と「協働形態」について 

実施した事業が該当する活動分野及び協働の形態について、下記「４ 活動分野について」

及び「５ 協働の形態について」の表を参照のうえ、記入してください。 

 

（３）「実績値」について 

  「協働形態」欄にて「協働委託」「補助」「指定管理」を記入した場合は、以下の例を参

考に実績値を記入してください。 

・協働委託：委託料、採択団体数、イベント等の開催回数・延べ参加者数 

・補助  ：助成金額、助成団体数 

・指定管理：指定管理料       等 

なお、令和６年度実績集約中などの理由で記入が締切に間に合わない場合は、「未」と

記入ください。後日改めて確認させていただきます。 

 

 （４）「工夫した点」について 

以下の例を参考に、事業実施の際に工夫した点について記入してください。 

・役割分担が明確にできた 

・ＮＰＯの独創的な発想を活かすことができた 

・事業に広がりが生まれた 

・限られた資金の中で、効果を生むことができた 

 

 （５）「特に効果があった事業」について 

他のモデルとなるような先進的な事例であると思われるもの、他自治体などに広く広報

したい事業など、協働によって事業目的達成に高い効果があったものについては、「○」を

入力してください。 

「○」を入力していただいた事業については、協働のモデル事業として広報する候補に

させていただきたいので、幅広にご紹介ください。 

 

（６）「担当者」について 

担当者氏名と連絡先を記入してください。公開はせず、こちらから問い合わせをする際

の参考とさせていただきます。 

なお、担当者が事業実施時と回答時で異なる場合は、回答時の担当者を記入してくださ

い。 

 

（７）「更新/確認年月日」について 

調査票が更新されているかどうかを確認するための項目になりますので、作業後、入力内

容を更新/確認した年月日をご記入ください。 
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４ 活動分野について 

 

活動分野 説明 

１ 保健・医療・福祉の増進 

２ 社会教育の推進 

３ まちづくりの推進 

４ 観光の振興 

５ 農山漁村・中山間地域の振興 

６ 学術・文化・芸術・スポーツの振興 

７ 環境の保全 

８ 災害救援 

９ 地域安全 

１０ 人権擁護・平和推進 

１１ 国際協力 

１２ 男女共同参画社会の形成 

１３ 子どもの健全育成 

１４ 情報化社会の発展 

１５ 科学技術の振興 

１６ 経済活動の活性化 

１７ 職業能力の開発・雇用機会の拡充 

１８ 消費者の保護 

１９ １～１８の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助 

２０ その他 
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５ 協働の形態について 

協働形態 説明 実施例 

協働委託 
行政がＮＰＯ・ボランティア団体に対

し協働になじむ事業を委託する形態 

子どもの健全育成の活動を行うＮＰ

Ｏ・ボランティア団体に対し小学生向

けの体験学習を実施する業務を委託。

事業実施にあたり、行政は関係各所と

の連絡調整や広報を実施。ＮＰＯ・ボラ

ンティア団体は事業の企画立案、運営

全般を実施。 

補助 

ＮＰＯ・ボランティア団体が主体的に

行う事業に対し、その事業等を育成、助

長するため金銭等を交付する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体の事業への

経費助成を行う。 

実行委員会・

協議会 

ＮＰＯ・ボランティア団体と行政で実

行委員会・協議会を組織し、主催者とな

って事業を行う形態 

環境啓発に関するイベントの実行委員

会にＮＰＯ・ボランティア団体が委員

として参画する。 

共催 

ＮＰＯ・ボランティア団体と行政が主

催者となって共同で一つの事業を行う

形態 

児童虐待防止の啓発イベントを児童保

護の取組を行うＮＰＯ・ボランティア

団体と共催で実施する。 

後援 

ＮＰＯ・ボランティア団体が行う事業

に対し、行政の後援名義の使用を認め

て支援する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体が実施する

イベントへの後援を行う。 

物的支援 

（公の財産の 

使用等） 

ＮＰＯ・ボランティア団体に対し、公共

の空き施設を提供することや、活動に

必要な物品や用具等を支援する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体に対し、会議

室の無償貸し出しを行う。 

人的支援 

ＮＰＯ・ボランティア団体が行う活動

に対し、職員の派遣等を行うことによ

り支援する形態 

ＮＰＯ・ボランティア団体が主催する

フォーラムの受付補助をする。 

アダプトシス

テム 

地域に密着したＮＰＯ・ボランティア

団体がその地域にある道路や河川など

の「里親」となって清掃や植生管理など

を行う。行政と協定書を結び、行政は必

要な用具の貸与や損害保険の負担、活

動団体の掲示などを行う形態 

協定を結んだＮＰＯ・ボランティア団

体に用具を貸し出し、河川敷地等の清

掃を行ってもらう。 

事業計画段階

への参加 

事業検討の際にＮＰＯ・ボランティア

団体から提案を受けるなど県民ニーズ

や協働事業に関する意見を求める形態 

・審議会等にＮＰＯ・ボランティア団体

に参画してもらい意見を求める。 

・ＮＰＯ・ボランティア団体からの政

策・事業提案を募集する。 

情報交換・ 

情報提供 

双方が持っている情報を積極的に提供

し、活用し合う形態 
ＮＰＯ・ボランティア団体との意見交

換会の開催 

指定管理 
公の施設の管理運営をＮＰＯ・ボラン

ティア団体に委ねる形態 
体育施設等の指定管理 

その他 上記の形態に当てはまらない項目 

・ＮＰＯ・ボランティア団体が主催する

イベントの広報協力 

・ボランティア募集の補助 

・ＮＰＯ・ボランティア団体が実施する

事業に対する関係機関との連絡調整 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 


